
犯罪被害者等施策に関する基礎資料

１８６

６．主な犯罪被害者等支援体制の概要
⑴ 犯罪被害者等全般に関係するもの

機関・団体名 設置主体 機関・団体の業務 支援形態の別

警視庁
道府県警察本部
警察署

都道府県（都道府県警察
（公安委員会が管理））

被害者の被害の回復、軽減及び安全の確
保

面接、電話 等

財団法人
犯罪被害救援基金

左同 犯罪被害者遺児等に対する奨学金等の給
与、その他の犯罪被害者に係る救援

電話 等

都道府県暴力追放運
動推進センター

左同 暴力追放事業（広報活動、民間の組織活
動の援助、相談事業、不当要求防止責任
者講習の委託実施、不当要求情報管理機
関の援助、救援事業、少年指導員の研
修、その他付帯事業）

面接、電話 等

犯罪被害者等早期援
助団体

犯罪行為の発生後速や
かに被害者等を援助する
ことにより当該犯罪被害
等の早期の軽減に資する
ことを目的として設立さ
れた営利を目的としない
法人（都道府県公安委員
会が指定）

・被害者等に対する援助の必要性に関す
る広報活動及び啓発活動

・犯罪被害等に関する相談
・犯罪被害者等給付金の裁定の申請補助
・物品の供与又は貸与、役務の提供その
他の方法による被害者等の援助

面接、電話 等

日本司法支援セン
ター（愛称：法テラス）

総合法律支援法に基づ
き、独立行政法人の枠
組みに従って設立され
たものである。

①法的トラブルに応じた最も適切な機
関・団体の情報を無料で提供する情報
提供業務

②資力の乏しい方のために、無料法律相
談や裁判代理費用、書類作成費用の立
替え等を行う民事法律扶助業務

③弁護士や司法書士がいないなどの理由
で法律サービスを受けることが難しい
地域において、適切な料金で法律サー
ビスを提供する司法過疎対策

④犯罪の被害に遭われた方に、被害者の
支援に詳しい弁護士や犯罪被害者支援
団体等に関する情報を無料で提供する
犯罪被害者支援業務

⑤迅速・確実に国選弁護人を確保して、
捜査から裁判まで一貫した国選弁護体
制を整備し、裁判員制度の実施を支え
る国選弁護関連業務

全国１か所に設置され
たコールセンターに犯
罪被害者等専用ダイヤ
ルを設け、専門のオペ
レーターから電話によ
る情報提供を実施する。
また、全国５０か所の地
方事務所において、専
門相談員や情報提供担
当職員から面談による
情報提供を実施する。
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６．主な犯罪被害者等支援体制の概要

１８７

支援業務の内容 人員体制・設置状況

・被害者に対する情報提供等
・相談・カウンセリング
・被害者の安全の確保
・捜査過程における被害者の負担の軽減のため、施設
の整備・改善、指定被害者支援要員による支援 等

（人員体制）都道府県警察職員の定数
２８万２，１４３人（平成２０年４月１日現在）
（設置状況）
都道府県警察 ４７、警察署 １，２０６

・奨学金等給与事業
・生活指導相談事業
・支援事業
・事業対象者の実態調査事業
・その他

１か所（東京都）

・暴力団員による不当な行為に関する相談活動
・暴力団員による不当な行為による被害者への支援活
動（見舞金の支給等）

・暴力団員を相手方とする民事訴訟支援活動（裁判手
続費用等の無利子貸付等）

（設置状況）各都道府県に１か所

・団体の広報誌やパンフレット等の作成、配布
・カウンセリングの実施
・犯罪被害者等給付金の申請から給付までの手続の概
要の説明

・病院や警察署等への付添い 等

２０団体（平成２０年１０月１日現在）
・社団法人北海道家庭生活総合カウンセリングセンター
（北海道）

・社団法人みやぎ被害者支援センター（宮城県）
・社団法人秋田被害者支援センター（秋田県）
・社団法人やまがた被害者支援センター（山形県）
・社団法人被害者支援都民センター（東京都）
・社団法人いばらき被害者支援センター（茨城県）
・特定非営利活動法人被害者支援センターすてっぷぐんま
（群馬県）

・社団法人埼玉犯罪被害者援助センター（埼玉県）
・社団法人千葉犯罪被害者支援センター（千葉県）
・特定非営利活動法人神奈川被害者支援センター（神奈川県）
・特定非営利活動法人静岡犯罪被害者支援センター（静岡県）
・社団法人被害者サポートセンターあいち（愛知県）
・社団法人みえ犯罪被害者総合支援センター（三重県）
・社団法人京都犯罪被害者支援センター（京都府）
・特定非営利活動法人大阪被害者支援アドボカシーセン
ター（大阪府）

・社団法人広島被害者支援センター（広島県）
・社団法人熊本犯罪被害者支援センター（熊本県）
・社団法人宮崎犯罪被害者支援センター（宮崎県）
・社団法人かごしま犯罪被害者支援センター（鹿児島県）
・社団法人沖縄被害者支援ゆいセンター（沖縄県）

犯罪被害者等の方のために様々な取組をしている団体
等と緊密な連携関係を構築しつつ、個々の犯罪被害者
等の心情に配慮しながら、その時に最も必要な援助が
受けられるような収集整理した情報を速やかにかつ懇
切丁寧に提供する。
また、各地の弁護士会あるいは日本弁護士連合会と提
携し、犯罪被害者支援に精通した弁護士を犯罪被害者
に紹介する。
さらに、必要に応じ，民事法律扶助制度も活用しなが
ら、事案に応じた適切な弁護士等から必要な法的サー
ビスが受けられるようにする。

（設置状況）
東京都に本部を設置し、地方裁判所本庁所在地に対応した
全国５０か所に地方事務所を設置しているほか、地裁大規模
支部に対応した地域や司法過疎地域等に支部・出張所等を
設置している。



犯罪被害者等施策に関する基礎資料

１８８

機関・団体名 設置主体 機関・団体の業務 支援形態の別

検察庁
（被害者支援員）

国 ・被害者等通知制度の実施
・（被害者支援員）
犯罪被害者やそのご遺族の方々の負担や
不安をできるだけ和らげるため、犯罪被
害者の支援に携わる「被害者支援員」を
全国の検察庁に配置しており、各種相談
及び手続の手助け、関係機関や団体等の
紹介などを行う。

・文書、口頭等
・（被害者支援員）面
接、電話相談（専用
電話「被害者ホット
ライン」設置）

矯正施設（刑務所、
少年刑務所、拘置
所、少年院、少年鑑
別所及び婦人補導院）
矯正研修所

国 ・矯正施設の被収容者に対する処遇
・矯正施設の職員に対する研修

・矯正処遇を実施するこ
とにより、加害者側に
働きかけを行う形態の
支援

・矯正施設の職員に対す
る研修の実施により、
加害者側への働きかけ
を一層充実させる形態
の支援

地方更生保護委員会 国 ・刑事施設からの仮釈放の許可及び取消
し

・少年院からの仮退院及び退院の許可等
・仮釈放者及び少年院仮退院者に対する
特別遵守事項の設定

面接、電話等

保護観察所 国 ・保護観察の実施
・地域住民の犯罪予防活動の助長
・収容中の者に対する生活環境の調整等
・保護観察処分少年及び保護観察付執行
猶予者に対する特別遵守事項の設定

面接・相談等

法務局・地方法務局
の人権擁護部（課）
各都道府県人権擁護
委員連合会

国
地方公共団体

法務局・地方法務局の人権擁護部（課）
及び各都道府県人権擁護委員連合会で
は、常設及び特設の人権相談所において
面接や電話により人権相談を受け付けて
いるほか、人権侵害を受けたとして被害
申告があった場合には、人権侵犯事件と
して救済手続を開始して事実関係を調査
の上、人権侵害が認められれば事案に応
じた適切な措置を講ずるなど、人権侵害
により受けた被害の救済及び予防に努め
ている。

相談及び調査・救済

教育相談所
教育センター

都道府県及び市町村
（教育委員会が管理）

教育相談の実施、教員についての調査・
研究、教職員の研修等を行う。

支援のための体制整備
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６．主な犯罪被害者等支援体制の概要

１８９

支援業務の内容 人員体制・設置状況

・被害者等に対する事件の処分結果、刑事裁判の結
果、加害者の受刑中の処遇状況などに関する情報の
提供

・（被害者支援員）被害者の方々からの様々な相談へ
の対応、法廷への案内・付添い、事件記録の閲覧、
証拠品の返還などの各種手続の手助けをするほか、
被害者の方の状況に応じて精神面、生活面、経済面
等の支援を行っている関係機関や団体等を紹介する
などの支援活動を行う。

【被害者等通知制度関係】
（設置状況）
最高検察庁（１か所）
高等検察庁（１４か所（支部６か所を含む。））
地方検察庁（２５３か所（支部２０３か所を含む。））
区検察庁（４３８か所）
【被害者支援員関係】
（人員体制）
全国の検察庁に配置しており、特に大規模庁においては常
時複数名を配置している。

・刑事施設（刑務所、少年刑務所及び拘置所）におい
ては、「刑事施設及び受刑者の処遇等に関する法律」
（平成１９年６月、同法の一部を改正する法律が施行
され、現在では、「刑事収容施設及び被収容者等の
処遇に関する法律」となっている。）の施行に伴い、
受刑者に対する改善指導が義務付けられることとな
り、被害者の視点を取り入れた教育についても、特
別改善指導の一類型として、全施設で実施するな
ど、適切な加害者処遇の実施に努めている。

・少年院においては、犯罪被害者等の意見を踏まえた
適切な加害者処遇を実施する（犯罪被害者等に関す
る事項の必要な情報の収集及び少年簿への記載、被
害者の視点を取り入れた教育の実施）。

・被収容者たる加害者との面会又は信書の発受を希望
する犯罪被害者等に対して、法令に基づき、面会又
は信書の発受について適切な運用を行う。

・矯正施設の職員に対し、犯罪被害者等の置かれてい
る現状や心情等への理解を深めさせる研修の充実を
図っている。

（設置状況）
・刑務所（６２）、少年刑務所（７）、拘置所（７）、少年院（５１）、
少年鑑別所（５１）、婦人補導院（１）

・矯正研修所（１）、矯正研修所支所（８）

・仮釈放・仮退院審理における意見等聴取
・ストーカー事犯者、性犯罪事犯者等に対して、事案
に応じて、被害者への接近を禁止する等の特別遵守
事項を設定

（設置状況）全国８箇所

・加害者である保護観察対象者に対するしょく罪指導
・ストーカー事犯者、性犯罪事犯者等に対して、事案
に応じて、被害者への接近を禁止する等の特別遵守
事項を設定。加害者である保護観察対象者に対する
指導監督

（設置状況）全国５０箇所
（人員体制）被害者担当官 ６３名（平成２０年４月現在）

被害者担当保護司 １０８名（平成２０年４月現在）

常設及び特設の人権相談所、専用相談電話「子どもの
人権１１０番」及び「女性の人権ホットライン」、「イン
ターネット人権相談受付窓口」、「子どもの人権 SOS
ミニレター」等を通じて、犯罪被害者等からの人権相
談に応じているほか、犯罪被害者等から人権侵害の被
害申告があった場合には、人権侵犯事件として救済手
続を開始し、被害の救済及び予防に努めている。

（人員体制）
法務局・地方法務局（５０か所）及びその支局（２８７か所）
に、人権擁護事務を取り扱う法務局職員を配置している。
また、全国に約１万４，０００人の人権擁護委員を配置し、その
うち９５４人を、子どもの人権問題を専門に扱う子どもの人権
専門委員に指名している（平成１９年４月１日現在）。
（設置状況）
法務局・地方法務局及びその支局に常設相談所を設置して
いるほか、随時、市町村役場、デパート、社会福祉施設等
において特設相談所を開設し、これらの相談所で人権侵害
の被害申告を受け付けている。
また、法務局・地方法務局の本局に専用相談電話「子ども
の人権１１０番」及び「女性の人権ホットライン」を開設して
いるほか、インターネットによる人権相談の受付も行って
いる。

犯罪被害者等である児童生徒を含む心のケアを必要と
している児童生徒等に対する相談業務 等

全国１，６９１か所
都道府県・政令指定都市１９３
市町村１，４９８



犯罪被害者等施策に関する基礎資料

１９０

機関・団体名 設置主体 機関・団体の業務 支援形態の別

都道府県労働局総務
部企画室

国 個別労働関係紛争の解決の促進に関する
こと

（相談について）電話、
面接

公共職業安定所 国 職業紹介及び雇用保険関係業務 来所相談

独立行政法人
雇用・能力開発機構
都道府県センター

独立行政法人
雇用・能力開発機構

雇用管理の改善に関する業務 等 来所相談

児童相談所 都道府県
指定都市

①相談、調査、診断、判定、援助決定
②在宅指導、児童福祉施設入所措置、里
親委託 等

③一時保護 等

①相談、調査、診断、
判定、援助決定

②在宅指導、児童福祉
施設入所措置、里親
委託等

③一時保護 等

精神保健福祉セン
ター

都道府県
指定都市

①精神保健福祉に関する知識の普及
②精神保健福祉に関する調査研究
③精神保健福祉に関する複雑困難な相談
指導

④保健所、市町村その他の精神保健福祉
関係機関に対し、技術指導・相談援助

相談支援の実施

要保護児童対策地域
協議会

市町村 等 市町村域において、要保護児童等を支援
していくため、関係機関等が当該児童等
に関する情報や考え方を共有し、適切な
連携の下で対応する。

要保護児童等に関する
情報の交換や支援内容
の協議

保健所 地方自治体 地域住民の健康の保持及び増進を図るた
めに必要な事項に係る企画・調整・指導
及びこれらに必要な事業の実施

情報提供

医療施設 国
都道府県
市町村
医療法人
個人 等

医療の提供 診療、医療情報の提供
等

管区海上保安本部等 国 海上保安業務 ①管区海上保安本部
支援に関する指導、
関係機関等との連絡
調整等

②海上保安部等
電話連絡、面接相談
等

⑵ 主に交通事故被害者に関係するもの

機関・団体名 設置主体 機関・団体の業務 支援形態の別

都道府県・政令指定
都市
交通事故相談所

都道府県・政令指定都市 交通事故被害者の福祉の向上に関する相
談業務

面接相談、電話相談、
巡回相談
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６．主な犯罪被害者等支援体制の概要

１９１

支援業務の内容 人員体制・設置状況

①総合労働相談コーナーにおける情報提供・相談
②都道府県労働局長の助言・指導に関する事務
③紛争調整委員会によるあっ旋に関する事務

（人員体制）労働紛争調整官、総合労働相談員等
（設置状況）
・都道府県労働局総務部企画室 ４７か所（都道府県各１か所）
・総合労働相談コーナー 都道府県労働局総務部企画室、
主要労働基準監督署等約３００か所に設置

事業主の求めに応じ、配置や労働条件等雇用管理全般
に関するきめ細かな相談援助を実施するとともに、
様々な事情により、やむを得ず離職したり、新たに仕
事を探す必要が生じた方に対しては、求職者の置かれ
た状況に応じたきめ細かな就職支援を実施

（人員体制）職員 １万２，０３８人（平成１９年度）
（設置状況）５７６か所（平成１９年度）

事業主の求めに応じ、配置や労働条件等雇用管理全般
に関するきめ細かな相談援助を実施。

（人員体制）職員 ６６１人（平成１８年４月１日現在）
（設置状況）４７か所（平成１８年４月１日現在）

①相談、調査、診断、判定、援助決定
②在宅指導、児童福祉施設入所措置、里親委託 等
③一時保護 等

（人員体制）
所長のほか児童福祉司、精神科医（嘱託可）、児童心理司等
が中心的職種
（設置状況）１９５か所（平成１９年４月１日現在）※一時保護
所を併設する児童相談所は１１６か所

犯罪被害者を含む心のケアが必要な方々に対して、精
神保健福祉に関する相談支援を行っている。

（人員体制）医師（精神科の診察に十分な経験を有するも
の）、精神保健福祉士、臨床心理技術者、保健師、看護士、
作業療法士等の様々な職種を配置している。
（設置状況）６４都道府県・指定都市に６６か所

要保護児童等に関する情報の交換や支援内容の協議 （人員体制）関係機関により構成
（設置状況）要保護児童対策地域協議会（虐待防止ネット
ワークを含む）の設置状況
（平成１９年４月１日現在）全市町村の８４．１％で設置

・犯罪被害者等支援に係る諸機関・団体等との連携・
協力

・犯罪被害者等支援に係る諸機関・団体等の犯罪被害
者等支援のための諸制度に関する案内書、申込書等
の常備及び提供

（設置状況）全国５１８か所（平成１９年４月現在）

患者に対し、病状に応じた適切な医療サービスを提供
する。また、患者等が医療に関する情報を十分に得ら
れ、適切な医療を選択できるよう支援するために、管
理者が医療に関する一定の情報について都道府県に報
告し、都道府県が集約した情報をインターネット等で
わかりやすく提供する。

（人員体制）例 医師数 ２７万３７１人（平成１６年 医師・歯
科医師・薬剤師調査）

（設置状況）医療施設数 １７万５，４５３施設（医療施設動態調
査 平成１９年３月末概数）

・被害者の安全確保
・解剖遺体の搬送・修復費の公費負担
・支援制度に関する情報提供
・犯罪被害者支援主任者による支援活動
・被害者連絡制度の実施

①管区海上保安本部
（人員体制）管区海上保安本部に「警務管理官」を設置
（設置状況）管区海上保安本部 １１か所
②海上保安部等
（人員体制）各部署に犯罪被害者支援主任者を指定
（設置状況）海上保安部等 １３２か所（平成１９年４月現在）

支援業務の内容 人員体制・設置状況

都道府県・政令指定都市が設置・運営する交通事故相
談所において、交通事故に起因して生じた損害賠償問
題、生活福祉問題、一身上の悩み等の解決のための無
料相談

（人員体制）
都道府県・政令指定都市の交通事故相談員 ２７９名

（設置状況）
都道府県・政令指定都市の交通事故相談所 １６２か所



犯罪被害者等施策に関する基礎資料

１９２

機関・団体名 設置主体 機関・団体の業務 支援形態の別

財団法人交通事故紛
争処理センター

財団法人交通事故紛争
処理センター

・交通事故に関する弁護士による無償法
律相談

・交通事故に関する弁護士による和解の
無償のあっ旋

・交通事故に関する紛争解決のための審
査

・交通事故による損害賠償に関する調査
研究

・地方自治体の交通事故相談員支援事業

１０か所（本部・７支部・
２相談室）において、被
害者から交通事故によ
る損害賠償請求の申立
てについて、弁護士の無
料による法律相談・和
解あっ旋業務を行い、
和解あっ旋不調の場合
には、審査員による審
査会の裁定が行われ、
被害者が裁定に同意し
たときは、相手方保険
会社等は裁定を尊重す
ることになっている。

財団法人
日弁連交通事故相談
センター

財団法人
日弁連交通事故相談セ
ンター

・自動車事故の損害賠償に関し無償によ
る法律相談及び処理のあっ旋

・自動車事故による損害賠償額算定の合
理化に関する調査研究

・自動車事故による民事損害賠償訴訟の
適正迅速化に関する調査研究

・自動車事故損害賠償に関する知識の普
及及び広報

・前各号の事業に関し、国会、裁判所及
び行政機関等に対する建議陳情

・その他、本法人の目的を達成するため
に必要な事業

センターでは相談所で
の無料法律相談をはじ
めとする被害者からの
相談に対応
国土交通省は、センター
の自動車事故相談業務
費及び示談あっ旋業務
費について補助を行っ
ている。

財団法人
自賠責保険・共済紛
争処理機構

財団法人
自賠責保険・共済紛争
処理機構

・責任保険及び責任共済に関する紛争の
調停

・交通事故の被害者救済に関する知識の
普及啓発

・交通事故による損害賠償に関する調査
研究

・責任保険及び責任共済制度に関する調
査研究

・関係機関及び諸団体との連携
・その他、本機構の目的を達成するため
に必要な事業

機構では自賠責保険・
共済の保険金等の支払
いについて、被害者や
保険会社との間で生じ
た紛争を公正中立に適
確に処理することによ
り、被害者救済の迅速、
適正性を確保している。
国土交通省は、機構の
紛争処理業務費への補
助を行っている。

①自動車保険請求相
談センター

②そんがいほけん相
談室

社団法人
日本損害保険協会

①自動車保険・自賠責保険の請求に関す
る相談・苦情対応

②損害保険全般に関する相談・苦情対応

同左

⑶ 主に配偶者からの暴力被害者に関係するもの

機関・団体名 設置主体 機関・団体の業務 支援形態の別

配偶者暴力相談支援
センター

都道府県
市町村

都道府県の婦人相談所など適切な施設
が、配偶者暴力相談支援センターの機能
を果たしており、相談、カウンセリン
グ、被害者及びその同伴家族の一時保
護、各種情報提供などを行っている。
また、市町村が配偶者暴力相談支援セン
ターを設置することもある。

相談、カウンセリング、
被害者及びその同伴家
族の一時保護、各種情
報提供など
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６．主な犯罪被害者等支援体制の概要

１９３

支援業務の内容 人員体制・設置状況

１０か所（本部・７支部・２相談室）において、弁護士
による交通事故に関する法律相談、和解あっ旋業務を
行い、８か所（本部・７支部）において審査員による
審査業務を行っている。

（人員体制）審査員（４３名）、弁護士（相談担当嘱託弁護士）
（１８３名）、事務局（４０名）
（設置状況）全国１０か所

全国１４８か所の相談所で交通事故の民事紛争に関する
法律相談を行い、３５か所の本・支部において示談あっ
旋業務を行っている。

（人員体制）
事務局５名
相談所において、地域の弁護士による相談を受付
（設置状況）
全国１４８か所に相談所を開設。

自賠責保険・共済の保険金又は共済金の支払いで、被
害者や保険・共済の加入者と保険会社・共済組合との
間で生じた紛争に対して、適確な解決を目指して公正
な調停を行う。

（人員体制）
事務局３２名
弁護士、医師等学識経験者の紛争処理委員による紛争処理
（設置状況）
東京、大阪に事務所を置き、それぞれで紛争処理業務を行
う。

自動車保険請求相談センター、そんがいほけん相談室
ともに電話相談、来訪相談
自動車保険請求相談センターは無料弁護士相談も実施

（設置状況）
自動車保険請求相談センター 全国４８か所
そんがいほけん相談室 全国１１か所

支援業務の内容 人員体制・設置状況

・相談又は相談機関の紹介
・カウンセリング
・被害者及び同伴者の緊急時における安全の確保及び
一時保護（ただし、一時保護については、婦人相談
所が自ら行うか、婦人相談所から一定の基準を満た
す者に委託して実施する。）

・被害者の自立生活促進のための情報提供その他の援
助

・保護命令制度の利用についての情報提供その他の援
助

・被害者を居住させ保護する施設の利用についての情
報提供その他の援助

（設置状況）
全国に１８０か所設置されている（平成２０年４月１日現在）。



犯罪被害者等施策に関する基礎資料

１９４

機関・団体名 設置主体 機関・団体の業務 支援形態の別
婦人相談所 都道府県 配偶者からの暴力被害者等の相談に応

じ、心身の健康回復のため医学的・心理
学的な指導、被害者及び同伴家族の一時
保護及び自立支援、保護命令制度の利用
についての援助 等

電話相談、面接相談、医
学的・心理学的指導、
保護

婦人保護施設 都道府県
社会福祉法人

配偶者からの暴力被害者等の保護を行
う。

保護による支援

母子生活支援施設 都道府県
市
社会福祉法人 等

配偶者のない女子又はこれに準ずる事情
にある女子及びその者の監護すべき児童
を入所させて、これらの者を保護すると
ともに、これらの者の自立の促進のため
にその生活を支援し、併せて退所した者
について相談その他の援助を行う。

都道府県、市及び福祉
事務所を設置する町村
が入所契約によって母
子の保護を行う。
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６．主な犯罪被害者等支援体制の概要

１９５

支援業務の内容 人員体制・設置状況
配偶者からの暴力被害者等の電話・面接相談、医学
的・心理学的指導、一時保護、自立支援

（人員体制） 所長、相談指導員、判定員、医師、事務員、
一時保護所指導員
（設置状況） 全国４７か所

都道府県婦人相談所をとおして入所した配偶者からの
暴力被害者等に対し、生活支援、自立に向けた支援を
行う。

（人員体制） 施設長、指導員、調理員、看護師、嘱託医等
（設置状況） 全国５０か所

入所した母子の保護、生活支援、子育て支援、自立に
向けての支援を行う。

（人員体制） 施設長、母子指導員、嘱託医、少年指導員、
調理員等及び保育士（保育所に準ずる設備のある場合）を
配置
（設置状況） 全国２８５か所


